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Ⅲ 事業の概況 

 

１．信用事業 

 

（１）貯金に関する指標 

 

① 科目別貯金平均残高                                  （単位：百万円，％） 

 

（注）１．流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋貯蓄貯金＋通知貯金 

２．定期性貯金＝定期貯金＋定期積金 

３．（ ）内は構成比です。 

 

② 定期貯金残高                                              （単位：百万円，％） 

 

（注）１．固定金利定期：預入時に満期日までの利率が確定する定期貯金 

２．変動金利定期：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期貯金 

３．（ ）内は構成比です。 

 

（２）貸出金等に関する指標 

 

① 科目別貸出金平均残高                                 （単位：百万円） 

 

 

  

種類 令和6年度 令和7年度 増減

流動性貯金 32,316 (52.0%) 32,919 (52.8%) 602

定期性貯金 29,743 (47.9%) 29,325 (47.1%) △ 417

その他の貯金 11 (0.0%) 12 (0.0%) 1

計 62,071 (100%) 62,258 (100%) 186

譲渡性貯金 - - - - -

合計 62,071 (100%) 62,258 (100%) 186

増減

定期貯金 28,883 (100%) 27,546 (100%) △ 1,336

うち固定金利定期 28,828 (99.8%) 27,493 (99.8%) △ 1,334

うち変動金利定期 55 (0.1%) 53 (0.1%) △ 2

種類 令和6年度 令和7年度

種類 令和6年度 令和7年度 増減

手形貸付 178 87 △ 90

証書貸付 30,792 28,631 △ 2,161

当座貸越 23 23 0

割引手形 - - -

合計 30,994 28,702 △ 2,292
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② 貸出金の金利条件別内訳残高（                               （単位：百万円，％） 

 

（注）（ ）内は構成比です。 

 

③ 貸出金の担保別内訳残高（                              （単位：百万円） 

 

④ 債務保証見返額の担保別内訳残高 

       該当する取引はありません。 

 

⑤ 貸出金の使途別内訳残高                          （単位：百万円，％） 

 

（注）（ ）内は構成比です。 

  

種類 増減

固定金利貸出 11,267 (37.4%) 10,738 (39.1%) △ 529

変動金利貸出 18,797 (62.5%) 16,718 (60.8%) △ 2,079

合計 30,065 (100%) 27,456 (100%) △ 2,608

令和6年度 令和7年度

種類 令和6年度 令和7年度 増減

貯金・定期積金等 175 176 0

有価証券 - - -

動産 - - -

不動産 19,560 17,411 △ 2,148

その他担保物 - - -

小計 19,735 17,587 △ 2,148

農業信用基金協会保証 6,553 6,074 △ 478

その他保証 3,775 3,794 19

小計 10,328 9,868 △ 460

信用 - - -

合計 30,065 27,456 △ 2,608

種　　　類 増　　減

設備資金 24,677 (82.0%) 22,224 (80.9%) △ 2,452

運転資金 5,388 (17.9%) 5,232 (19.0%) △ 155

合　　　計 30,065 (100%) 27,456 (100%) △ 2,608

令和6年度 令和7年度
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⑥ 貸出金の業種別残高                         （単位：百万円、％）  

 

（ 注 ） （  ） 内 は構 成 比 （ 貸 出 金 全 体 に対 する割 合 ） です。  

 

⑦ 主要な農業関係の貸出金残高（融資課：農業融資残高一覧表参照）  

（ １ ）  営 農 類 型 別                                   （ 単 位 ： 百 万 円 ）  

 

（ 注 ） １ ． 農 業 関 係 の貸 出 金 とは， 農 業 者 ， 農 業 法 人 および農 業 関 連 団 体 等 に対 する農 業 生 産 ・ 農 業 経 営 に必 要 な資 金  

や， 農 産 物 の生 産 ・ 加 工 ・ 流 通 に関 係 する事 業 に必 要 な資 金 等 が該 当 します。  

      なお， 上 記 ⑥の貸 出 金 の業 種 別 残 高 の「 農 業 」 は， 農 業 者 や農 業 法 人 等 に対 する貸 出 金 の残 高 です。  

２ ． 「 その他 農 業 」 には， 複 合 経 営 で主 たる業 種 が明 確 に位 置 づけられない者 ， 農 業 サービス業 ， 農 業 所 得 が従 とな  

る農 業 者 等 が含 まれています。  

３ ． 「 農 業 関 連 団 体 等 」 には， Ｊ Ａ や全 農 (経 済 連 )とその子 会 社 等 が含 まれています。  

 

 

  

種　　　類 増　　減

農業 6,105 (20.3%) 4,807 (17.5%) △ 1,298

林業 20 (0.0%) 19 (0.0%) 0

水産業 - - - - -

製造業 1,141 (3.7%) 1,126 (4.1%) △ 14

鉱業 92 (0.3%) 98 (0.3%) 5

建設・不動産業 4,863 (16.1%) 4,571 (16.6%) △ 292

電気・ガス・熱供給水道業 171 (0.5%) 124 (0.4%) △ 46

運輸・通信業 765 (2.5%) 738 (2.6%) △ 26

金融・保険業 1,156 (3.8%) 1,141 (4.1%) △ 15

卸売・小売・ｻｰﾋﾞｽ業・飲食業 3,540 (11.7%) 3,651 (13.2%) 111

地方公共団体 1,840 (6.1%) 1,796 (6.5%) △ 43

その他 10,368 (34.4%) 9,380 (34.1%) △ 988

合　　　計 30,065 (100.0%) 27,456 (100.0%) △ 2,608

令和6年度 令和7年度

令和6年度 令和7年度 増　　減

農業 316 354 37

穀作 46 34 △ 12

野菜・園芸 70 71 0

果樹・樹園農業 39 50 10

工芸作物 － － －

養豚・肉牛・酪農 17 62 44

養鶏・養卵 － － －

養蚕 － － －

その他農業 141 135 △ 5

農業関連団体等 － － －

316 354 37

種　　　類

合計
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（ ２ ）  資 金 種 類 別  

〔 貸 出 金 〕                                             （ 単 位 ： 百 万 円 ）  

 

（ 注 ） １ ． プロパー資 金 とは， 当 組 合 原 資 の資 金 を融 資 しているもののうち， 制 度 資 金 以 外 のものをいいます。  

２ ． 農 業 制 度 資 金 には， ①地 方 公 共 団 体 が直 接 的 または間 接 的 に融 資 するもの， ②地 方 公 共 団 体 が

利 子 補 給 等 を行 うことで JA が低 利 で融 資 するもの， ③日 本 政 策 金 融 公 庫 が直 接 融 資 するものが

あり， ここでは①の転 貸 資 金 と②を対 象 としています。 

３ ． その他 制 度 資 金 には， 農 業 経 営 改 善 促 進 資 金 (スーパーＳ 資 金 )や農 業 経 営 負 担 軽 減 支 援 資 金

などが該 当 します。 

〔 受 託 貸 付 金 〕                                           （ 単位 ： 百 万 円 ）  

種    類  令 和 6年 度  令 和 7年 度  増   減  

日 本 政 策 金 融 公 庫 資 金  －  －  －  

その他  －  －  －  

合 計  －  －  －  

(注 ) 日 本 政 策 金 融 公 庫 資 金 は， 農 業 （ 旧 農 林 漁 業 金 融 公 庫 ） にかかる資 金 をいいます。  

 

 

 

  

種　　　類 令和6年度 令和7年度 増　　減

プロパー資金 145 184 38

農業制度資金 170 170 0

　　農業近代化資金 170 170 0

　　その他制度資金 － － －

合計 316 354 37
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⑧ 農協法に基づく開示債権の状況及び金融再生法開示債権区分に  

基づく債券の保全状況  

（ 単 位 ： 百 万 円 ）  

 

(注 )１ ． 破 産 更 生 債 権 及 びこれらに準 ずる債 権  

破 産 手 続 開 始 、更 生 手 続 開 始 、再 生 手 続 開 始 の申 立 て等 の事 由 により経 営 破 綻 に陥 っている債 務 者 に対

する債 権 及 びこれらに準 ずる債 権 をいいます。  

２ ． 危 険 債 権  

債 務 者 が経 営 破 綻 の状 態 には至 っていないが、財 政 状 態 及 び経 営 成 績 が悪 化 し、契 約 に従 った債 権 の元 本

の回 収 及 び利 息 の受 取 りができない可 能 性 の高 い債 権 をいいます。  

３ ． 要 管 理 債 権  

４ ． 「 三 月 以 上 延 滞 債 権 」 に該 当 する貸 出 金 と５ ． 「 貸 出 条 件 緩 和 債 権 」 に該 当 する貸 出 金 の合 計 額 をいい

ます。  

４ ． 三 月 以 上 延 滞 債 権  

元 本 又 は利 息 の支 払 が約 定 支 払 日 の翌 日 から三 月 以 上 遅 延 している貸 出 金 で、破 産 更 生 債 権 及 びこれら

に準 ずる債 権 及 び危 険 債 権 に該 当 しないものをいいます。  

５ ． 貸 出 条 件 緩 和 債 権  

債 務 者 の経 営 再 建 又 は支 援 を図 ることを目 的 として、金 利 の減 免 、利 息 の支 払 猶 予 、元 本 の返 済 猶 予 、債

権 放 棄 その他 の債 務 者 に有 利 となる取 決 めを行 った貸 出 金 で、破 産 更 生 債 権 及 びこれらに準 ずる債 権 、危

険 債 権 及 び三 月 以 上 延 滞 債 権 に該 当 しないものをいいます。  

    ６ ． 正 常 債 権  

      債 務 者 の財 政 状 態 及 び経 営 成 績 に特 に問 題 がないものとして、上 記 に掲 げる債 権 以 外 のものに区 分 される

債 権 をいいます。  

  

担保 保証 引当 合計

令和6年度 - - - - -

令和7年度 - - - - -

令和6年度 969 822 146 - 969

令和7年度 252 252 - - 252

令和6年度 - - - - -

令和7年度 - - - - -

三月以上 令和6年度 - - - - -

延滞債権 令和7年度 - - - - -

貸出条件 令和6年度 - - - - -

緩和債権 令和7年度 - - - - -

令和6年度 969 822 146 - 969

令和7年度 252 252 - - 252

令和6年度 29,113

令和7年度 27,220

令和6年度 30,082

令和7年度 27,473
合計

危険債権

要管理債権

小計

正常債権

債　権　区　分 債権額
保全額

破産更生債権及び

これらに準ずる債権
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⑨ 元本補てん契約のある信託に係る農協法に基づく開示債権の状況  

    該当する取引はありません。 

 

⑩ 貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額  
（ 単 位 ： 百 万 円 ）  

 

⑪ 貸出金償却の額  
                                                      （ 単 位 ： 百 万 円 ）  

項  目  令 和 6年 度  令 和 7年 度  

    貸 出 金 償 却 額  －  －  

 

（３）内国為替取扱実績  

（ 単 位 ： 件 、千 円 ）  

 

（４）有価証券に関する指標  

① 種類別有価証券平均残高  
                                        （ 単 位 ： 百 万 円 ）  

 

目的使用 その他 目的使用 その他

一般貸倒引当金 22 4 － 22 4 4 3 － 4 3

個別貸倒引当金 26 8 － 26 8 8 4 － 8 4

期末残高
区　分

令和6年度 令和7年度

期首残高
期中

増加額

期中減少額
期末残高 期首残高

期中
増加額

期中減少額

仕　  向 被 仕 向 仕  　向 被 仕 向

件　数 15,217 56,148 15,150 53,997

金　額 13,821,940 24,643,276 12,962,080 24,736,425

件　数 － － － －

金　額 － － － －

件　数 624 123 557 113

金　額 1,348,717 5,011 1,275,108 20,097

件　数 15,841 54,965 15,802 54,332

金　額 15,170,658 24,648,287 14,237,189 24,756,523
合　計

種　　類
令和6年度 令和7年度

送金・振込為替

代金取立為替

雑為替

種　　類 令和6年度 令和7年度 増　　減

国　　　債 200 255 54

地　方　債 199 199 0

政府保証債 700 700 0

合　　計 1,100 1,155 54



 

63 

 ② 商品有価証券種類別平均残高 

    該当する取引はありません。 

 

 ③ 有価証券残存期間別残高 
                                                                    （単位：百万円） 

 

（５）有価証券等の時価情報 

 

 ① 有価証券の時価情報 

[売買目的有価証券] 

（単位：千円） 

 令和 6 年度 令和 7 年度 

 貸借対照表計上額 
当年度の損益に含ま

れた評価差額 
貸借対照表計上額 

当年度の損益に含ま

れた評価差額 

売買目的有価証券 － － － － 

 

[満期保有目的の債券] 

（単位：千円） 

 
種 類 

 令和 6 年度   令和 7 年度  

貸借対照表計上額 時 価 差 額 貸借対照表計上額 時   価 差 額 

時価が貸借

対照表計上

額を超える

もの 

国 債 － － － － － － 

地 方 債 － － － － － － 

政府保証債 － － － － － － 

小   計 － － － － － － 

時価が貸借

対照表計上

額を超えな

いもの 

国 債 － － － － － － 

地 方 債 － － － － － － 

政府保証債 － － － － － － 

小   計 － － － － － － 

合 計 － － － － － － 

 

 

  

1年超 3年超 5年超 7年超

3年以下 5年以下 7年以下 10年以下

令和6年度

 国　　　債 － － － － － 200 － 200

地　方　債 － － － － － 200 － 200

政府保証債 － － － － － 700 － 700

令和7年度

 国　　　債 － － 100 － 100 200 － 400

地　方　債 － － － － － 200 － 200

政府保証債 － － － － 400 300 － 700

1年以下 10年超
期間の定めの

ないもの
合　計種　　類
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[その他有価証券] 

                                                      （単位：千円） 

 
 ② 金銭の信託の時価情報等 

     該当する取引はありません。 

 

 ③ デリバティブ取引、金融等デリバティブ取引、有価証券店頭デリバティブ取引 

     該当する取引はありません。 

 

２．共済取扱実績 

（１）長期共済保有高 
（単位：件、千円） 

 

 
 

（注）「種類」欄は主たる共済種類ごとに記載し、金額は当該共済種類ごとに保障金額(生命系共済は死亡保障の金額

(付加された定期特約金額等を含む)を記載しています。 

  

令和6年度 令和7年度

債券

国債 － － － － － －

地方債 － － － － － －

政府保証債 405,320 400,462 4,857 － － －

小計 405,320 400,462 4,857 － － －

債券

国債 141,370 200,547 △59,177 303,160 398,965 △ 95,805

地方債 149,960 200,000 △50,040 122,750 200,000 △ 77,250

政府保証債 261,930 299,926 △37,996 608,250 700,347 △ 92,097

小計 553,260 70,473 △147,213 1,034,160 1,299,312 △ 265,152

958,580 1,100,935 △142,355 1,034,160 1,299,312 △ 265,152

差額

貸借対照表計
上額が取得原
価又は償却原
価を超えるも
の

貸借対照表計
上額が取得原
価又は償却原
価を超えない
もの

合計

取得原価又は
償却原価

取得原価又は
償却原価

種類
貸借対照表計上額 差額 貸借対照表計上額

件数 金額 件数 金額

2,814 21,768,408 2,793 20,851,748

14 245,500 18 313,750

1,041 7,462,834 934 6,513,828

うちこども共済 538 3,073,700 513 2,753,800

1,148 558,200 1,182 570,200

130 21,500 174 21,500

123 327,000 115 302,500

219 687,299 220 776,203

18 18

17 22

50 59

1,183 － 1,166 －

3,661 101,055,310 3,521 98,816,160

10,418 132,126,052 10,222 128,165,891合計

 介護共済

認知症共済

生活障害共済

特定重度疾病共済

年金共済

 建物更生共済

種　 類
令和6年度 令和7年度

生
命
系

 終身共済

 定期生命共済

 養老生命共済

医療共済

 がん共済

 定期医療共済
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（２）医療系共済の共済金額保有高 

（単位：件、千円） 

 
（注）「種類」欄は主たる共済種類ごとに記載し、金額は当該共済種類ごとに共済金額を記載しています。なお、同一の共済種類に

主たる共済金額が複数ある場合は、新たに欄を追加して記載するとともに、共済種類ごとの合計欄を記載しています。 

 

（３）介護系その他の共済の共済金額保有高 

（単位：件、千円） 

 

（注）「種類」欄は主たる共済種類ごとに記載し、金額は当該共済種類ごとに共済金額を記載しています。 

 

（４）年金共済の年金保有高 

（単位：件、千円） 

 

（注）金額は、年金年額を記載しています。 

 

 

  

件数 金額 件数 金額

4,243 3,831

1,148 88,402 1,182 108,372

745

130 807 174 8800

定期医療共済 123 624 115 584

5,674 5,160

1,401 88,402 1,471 117,172

種　 類
令和6年度 令和7年度

医療共済

合　 計

がん共済

件数 金額 件数 金額

介護共済 219 1,023,711 220 1,213,215

認知症共済 18 66,500 18 66,500

生活障害共済(一時金型) 4 40,000 8 110,000

生活障害共済(定期年金型) 13 20,200 14 23,800

特定重度疾病共済 50 132,500 59 143,000

種　 類
令和6年度 令和7年度

件数 金額 件数 金額

年金開始前 819 815,920 799 789,293

年金開始後 364 232,661 367 229,919

合計 1,183 1,048,581 1166 1,019,213

種　 類
令和6年度 令和7年度
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（５）短期共済新契約高 

（単位：千円） 

 

（注）「種類」欄は主たる共済種類ごとに記載し、金額は当該共済種類ごとに保障金額（死亡保障又は火災保障を伴わない共済の金

額欄は斜線。）を記載しています。 

 

３．農業関連事業取扱実績 

 

（１）買取購買品（生産資材）取扱実績 
（単位：千円） 

 

（注）供給高は総額で記載しており、損益計算書における金額とは一致しません。 

 

  

件数 金額 掛金 件数 金額 掛金

 火災共済 287 3,965,610 2,998 300 4,365,060 3,509

 自動車共済 2,032 82,868 2,014 83,603

 傷害共済 2,332 6,811,000 488 1,279 3,962,200 566

団体定期生命共済 － － － － － －

定額定期生命共済 － － － － － －

 賠償責任共済 271 1,475 254 1,396

 自賠責共済 172 2,779 182 2,905

合　 計 5,094 90,610 4,029 91,981

種　類
令和6年度 令和7年度

供給高 手数料 供給高 手数料

肥　　料 63,978 7,961 68,262 9,744

農　　薬 71,249 10,553 65,600 9,454

飼　　料 134 26 107 21

農業機械 101,226 17,356 118,504 20,027

施設資材 － － － －

自 動 車 － － － －

燃　　料 － － － －

そ の 他 80,595 12,329 78,122 11,840

合　 計 317,185 48,227 330,595 51,087

種　類
令和6年度 令和7年度
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（２）受託販売品取扱実績 
                                                                         （単位：千円） 

 

（注）当期販売高は総額で記載しており、損益計算書においては純額で販売手数料として表示しています。 

 

（３）保管事業取扱実績 
                                                                          （単位：千円） 

 
 

４．生活その他事業取扱実績 

（１）買取購買品（生活物資）取扱実績 
                                                                   （単位：千円） 

 

（注）供給高は総額で記載しており、損益計算書における金額とは一致しません。 

 

  

販売高 手数料 販売高 手数料

米 109,966 16,852 176,004 11,990

麦 － － － －

豆・雑穀 － － － －

野　　菜 168,792 2,052 128,395 1,690

落花生 － － 140 3

果　　実 12,704 168 12,928 167

花き・花木 － － － －

畜  産  物 － － － －

農産物直売所 249,562 38,746 244,589 38,600

合　 計 541,022 57,818 562,056 52,450

種　類
令和6年度 令和7年度

令和6年度 令和7年度

保　　管　　料 6 －

荷　　役　　料 － －

そ　　の　　他 － －

計 6 －

倉　庫　材　料　費 － －

倉　庫　労　務　費 － －

そ の 他 の 費 用 680 889

△673 △ 889

項　　目

収益

 計

費用

粗収益 粗収益

（手数料） （手数料）

米 6,399 2,041 4,119 1,570

その他食品 9,820 1,910 6,523 1,406

30,588 2,454 26,054 2,353

46,808 6,406 36,697 5,330

そ の 他

合　 計

種　類

令和6年度 令和7年度

供給高 供給高

食
品
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５．指導事業 
                                                                   （単位：千円） 

 

 

６．宅地等供給事業 
                                                                   （単位：千円） 

 

  

令和6年度 令和7年度

指導補助金 － －

実費収入 1,487 1,436

計 1,487 1,436

営農改善費 14 －

生活改善費 1,544 1,397

組織強化費 5,947 5,010

農政活動費 2,755 5,278

教育情報費 1,979 2,030

計 12,241 13,717

項　　目

収
入

支
出

令和6年度 令和7年度

199,852 138,766

94,986 52,006宅地等供給事業費用

項　　目

宅地等供給事業収益




